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【自由論題セッション】 

 

最低賃金の引き上げが地域間労働移動に与える影響 
 

岩崎雄也（神奈川大学） 

 

１．背景と目的 

 日本では近年、地域別最低賃金（以下、最低賃金）の引き上げが重要な政策課題として

位置づけられている。例えば「経済財政運営と改革の基本方針 2022」では、「最低賃金の

引上げは重要な政策決定事項」であり、「できる限り早期に最低賃金の全国加重平均が 1000 

円以上となることを目指し、引上げに取り組む」ことが明記されている。そして、こうし

た最低賃金の引き上げを巡ってしばしば耳にするのが、地域間（都道府県間）の最低賃金

の格差が地域間の人の移動に影響を及ぼしているのではないかという議論である。 

 人の移動（人口移動、労働移動）に関する主要な理論モデルとしては、賃金の格差が移

動の要因であることを示す「新古典派モデル」、失業率の格差が移動の要因であること示す

「就業機会モデル」、人的資本の水準の差が移動の要因であることを示す「人的資本モデル」、

地域間の距離といった空間的な要素が部分的な要因であることを示す「重力モデル」があ

る。このうち「新古典派モデル」の予測に依拠すれば、最低賃金の低い地域から高い地域

へと労働移動が生じる可能性がある。一方で、マクロでの最低賃金の影響率が約 5％であ

ることや、影響を受ける労働者の性別・年齢・就業形態などを踏まえると、最低賃金の引

き上げは地域間労働移動にほとんど影響を及ぼさないとも考えられる。 

こうした背景から、本研究では「最低賃金が高い地域ほど域外からの労働者の流入率が

高く、最低賃金が低い地域ほど域外への労働者の流出率が高い」という仮説を設定し、そ

の正否を明らかにすることを目的として実証分析を行った。日本では最低賃金と地域間労

働移動に関する研究の蓄積は少なく、この点において学術的なエビデンスを提供すること

が本研究の貢献の一つである。 

 

２．分析方法 

 前述のとおり、理論的に地域間労働移動に影響を与えうる要因としては、賃金の水準、

失業率の水準、人的資本の水準、地域間の距離などが考えられる。これを踏まえ、本研究

では、失業率と人口移動との関係性について分析を行った近藤（2015）で用いられている

モデル・推定方法を参考に、以下のモデルの推定を行った。 
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Li,tは t－5 年から t 年までの市区町村 i の就業者流入率または流出率、(MWi,t-1－MWi,t-5)/ 

MWi,t-5は t－5 年から t－1 年までの市区町村 i の最低賃金上昇率、Xi,t-5はコントロール変数

（1 人あたり所得、失業率、労働力参加率、労働力人口男女比、第 2 次産業比率、第 3 次

産業比率、15 歳～29 歳人口比率、65 歳以上人口比率、人口密度）、ui,t は誤差項を表す。

wi jは空間重み行列の要素であり、di jは市区町村 iの重心と市区町村 jの重心間の大圏距離、

δは距離減衰パラメータを表す。 

 データは、就業者流入率・流出率、および 1 人あたり所得以外のコントロール変数につ

いては 2005 年、2010 年、2015 年の国勢調査の市区町村データを使用した。また、最低賃

金のデータは「最低賃金決定要覧」、1 人あたり所得のデータは「市町村税課税状況等の調」

から取得した。 

 

３．結果と考察 

最尤法による推定の結果、2005 年～2010 年において、就業者流入率に対する最低賃金上

昇率の係数推定値は－0.030で1%の有意水準で統計的に有意となった。また、2010年～2015

年において、就業者流出率に対する最低賃金上昇率の係数推定値は 0.009 で 5%の有意水準

で統計的に有意となった。さらに、1 人あたり所得は（期間を問わず）就業者流入率に対

して有意に正値、失業率は（期間を問わず）就業者流入率に対して有意に負値となった。 

以上のように、本研究では「最低賃金が高い地域ほど域外からの労働者の流入率が高く、

最低賃金が低い地域ほど域外への労働者の流出率が高い」という仮説は支持されなかった。

むしろ、最低賃金が上がると労働者の流入率は下がり、流出率は上がることが示された。

この結果の解釈としては、海外の実証研究で示されているように、最低賃金が上がると労

働需要が減るため労働者の流入率が下がり、流出率が上がった可能性が考えられる。 

 一方で、1 人あたり所得が上がると労働者の流入率が上がるという結果は、理論的には

「新古典派モデル」の予測と整合的であり、失業率が上がると労働者の流入率が下がると

いう結果は「就業機会モデル」の予測と整合的である。そしてこれらの結果は、（市区町村

単位での）地域外から地域内に労働者を呼び込むためには、最低賃金の引き上げではなく、

1 人あたり所得の向上や雇用の創出に資する施策が有効であることを示唆している。 
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